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アルコールの増産等に係る消防法令の弾力的運用について（情報提供）（改

定） 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う消毒用アルコールの増産等に関しては、「アル

コールの増産等に係る消防法令の弾力的運用について（情報提供）」（令和２年４月 23

日付け事務連絡。以下「４月 23日付け事務連絡」という。）により、消防法令の弾力的

運用における留意事項及び運用事例等をお知らせしているところです。 

今般、消防研究センターにおいて、アルコールの可燃性蒸気の火災危険性等に関する

実験を実施（別添１、別紙４参照）し、消毒用アルコールの増産等に係る留意事項等に

ついて新たな知見を得たことから、４月 23 日付け事務連絡の別添１を改定いたしまし

たので、お知らせいたします。また、これを執務の参考としていただくようお願いしま

す。 

なお、４月 23日付け事務連絡の別添２（相談シート）は、引き続きご活用ください。 



アルコールの増産等に係る消防法令の運用に関する留意事項及び運用事例

（令和２年５月１日版） 

新型コロナウイルス感染症対策の一環として、消毒に用いるアルコールを緊急的に増産・

保管等する施設において、危険物保安上の観点から安全を確保しつつ、消防法令を迅速・弾

力的に運用することに資するため、消防庁においてこれまで得られた情報等を基に留意事

項・運用事例を取りまとめた。 

１ 高濃度のアルコールを多量に貯蔵し、取り扱う場合において、危険物保安上考慮すべき

一般的事項 

（１）アルコールの性質、特徴

○ 蒸発しやすく、常温でアルコール

の可燃性蒸気に小炎や電気火花で

引火 

（参考）エタノール（100％）の性質：

引火点 13℃、沸点 78℃ 

○ 液体のため漏えいすると容易に

拡散、火災時に放水すると液体と

ともに火面が拡大 

○ アルコールから発生する可燃性

蒸気は空気より重く低所に滞留し

やすい（右図） 

（２）安全確保の基本的な考え方

○ 火災・流出等の事故への対策として、“事故の発生防止”、“施設内における拡大防

止”、“周辺地域への影響防止”（隣接する建物等への延焼拡大や敷地外への流出等の防

止）を考慮する必要。 

○ 施設の位置・構造・設備、危険物の貯蔵・取扱いに関する安全管理、保安体制によ

り実効性を確保。

→ 平時において長期的に実効性を確保するためには、危険物の性質や量等に応じ、

施設の位置・構造・設備により、大きな事故に至らないための基本的な対策が確保

されていることが適当。

→ 新型コロナウイルス感染症対策のため、緊急的かつ臨時的な増産等が求められる

場合、時限的な措置として、仮貯蔵・仮取扱い（繰り返し可）を活用し、安全管理

や保安体制の充実等により対応することも考えられる。これに当たり、過度に人的

な注意力のみに依存することのないようにするとともに、適切な作業環境や労務

別添１ 

アルコールの
可燃性蒸気

図：アルコール瓶から容器にアルコールを注
いだ際に発生する可燃性蒸気（シュリー
レン法により撮影、消防研究センター提
供画像を加工）

容器 

ガラス瓶 

アルコール
（液体）
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管理の整備、十分な教育・訓練が実効性を確保する上で必要。また、火災・流出事

故が発生した場合の応急対策が十分取られているかを確認することが重要。 

 

２ 新型コロナウイルス対応として、臨時的に高濃度のアルコールを多量に貯蔵し、取り扱

う場合において、消防法令に適合しない可能性があるものとして想定される事項 

 アルコールの増産等に伴い、新たに対応を要する工程等は、個々の状況に応じ異なると

考えられるが、消防庁で把握している例としては、別紙１のような形態が想定される。 

 これらの関連施設・設備のうち、消防法令に適合しない項目としては、主に次のような

ものが考えられる。 

（１）位置、構造及び設備の技術上の基準 

○ 高濃度アルコールの貯蔵や取扱いを行う場所からの距離規制（保安距離、保有空地

等（例えば、木造住宅密集地域に立地する場合などに該当する可能性有）） 

○ 建築物の構造（壁、床、屋根、窓又は出入口の材質等） 

○ 危険物を取り扱う設備（特に可燃性ガス等が滞留するおそれのある場所における電

気機器は防爆構造とする等） 

（２）保安体制 

○ 消防法（昭和 23年法律第 186号）第 11条第 1項の許可施設における危険物取扱者

による立会い等（仮貯蔵、仮取扱いの場合は適用外） 

（３）運搬容器 

○ 容量に応じた適切な容器、「品名」・「危険等級」・「化学名」・「水溶性」・「数量」・「火

気厳禁」の表示。 

※ 500mL以下のプラスチック容器等は、ファイバー板箱（段ボール箱）などの最大

収容重量 30kg 以下の外装容器に収納すれば、落下試験等の基準が適用されず、

表示も「通称名（エタノールなど）」、「数量」、「火気厳禁と同一の意味の表示」

で足りる。 

 

３ アルコールを貯蔵し、又は取り扱う施設に対する消防法令の適用関係等 

 アルコールの増産等に伴い、事業者から消防本部に多くの相談が寄せられているとこ

ろであるが、危険物保安に関する消防法令に不案内な事業者もいると考えられることか

ら、丁寧に教示、助言等を行うことが適切である。 

 消防庁で把握している例では、消防本部からおおむね以下の教示、助言等を行い、事

業者において選択が行われている。 

 （１）指定数量以上のアルコールを貯蔵し、又は取り扱う場合 

 消防法に基づき市町村長の許可を受けた危険物施設とすることが基本となるが、位

置・構造・設備等が現行の一般基準を満たさない場合、次の可能性について教示等が

なされている。 
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   ① 新型コロナウイルス感染症対策として必要な高濃度アルコール製品が供給され

るまでの間、臨時的に生産・保管等を行う場合にあっては、消防法第 10条第１項

ただし書の規定に基づき、仮貯蔵・仮取扱いとして承認する（繰り返し可）。 

   ② 新型コロナウイルス感染症対策としての臨時的な生産等が終了した後も、高濃

度アルコール製品の生産・保管等の継続を計画している場合あっては、危険物の

規制に関する政令（昭和 34年政令第 306号）第 23条の規定に基づき、許可を行

う。 

 （２）指定数量未満のアルコールを貯蔵し、又は取り扱う場合 

   ・ 消防法第９条の４第２項の規定に基づき、少量危険物施設として条例で定める

ところにより取り扱う。 

 （３）消防法上の危険物に該当しないアルコール（アルコール濃度が重量比 60％未満※

のもの）を貯蔵し、又は取り扱う場合 

   ・ 消防法令の適用はない。 

※ 消防法上の危険物に該当するかは、別紙２の判定フローによる。 

※ 消防法上のアルコール類は、重さで考えたときの濃度（重量％。wt％）が 60％

以上のものが該当する。 

なお、酒造等においては体積で考えたときの濃度（容量％。vol％）が用いられ

ていることが多く、注意が必要。概ね 67容量％以上が消防法上のアルコール類に

該当する。 

 

４ アルコールの貯蔵又は取扱いに係る消防法令上の運用の整理・事例 

新型コロナウイルス対応として、新たに高濃度のアルコールを多量に貯蔵し、取り扱う

場合においては、上記１（１）に記載したアルコールの性質、特徴を十分理解した上で、

火災・流出等の事故を防止するため、同（２）に記載した“事故の発生防止”、“施設内に

おける拡大防止”、“周辺地域への影響防止”を考慮する必要がある。 

特に、上記２のような現行の一般基準に適合しない事項のある案件については、上記３

を参考として事業者に教示、助言等を行いつつ、上記１を踏まえた運用を迅速かつ弾力的

に行うことが必要である。 

これに当たり、消防庁に提供された措置事例や想定される事象の対策例について、別紙

３にまとめたので、執務の参考にされたい。 

 

５ その他 

条例上の手数料に関する減免規定等により、仮貯蔵・仮取扱いの繰り返し申請等に対す

る手数料を減免することも可能である。 
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臨時的に高濃度アルコールを多量に貯蔵し、取り扱う場合において、位置、構造及び

設備の技術上の基準に適合しないものの例 

 

※ 赤字部分は消防法令上の危険物を取り扱う施設 

（危険物施設又は少量危険物取扱所） 

 

 

① すでに高濃度アルコールを希釈する等、危険物を取り扱う設備を有しており、これ

を、危険物（高濃度アルコール等）の製造としても使用できるが、高濃度アルコール

を貯蔵する施設がない場合 

※新型コロナウイルス対策として、新たに多量の高濃度アルコールの貯蔵が必要と

なった場合も同様。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルコール貯蔵タンク 

酒類貯蔵施設（非危険物施設） 

酒 

熟成施設 アルコール添加施設 

原料･仕込･発酵 

原料貯蔵･仕込･発酵施設等 

ｱﾙｺｰﾙ 
高濃度 

酒 

検討が必要な部分 

別紙１ 

酒類貯蔵施設（非危険物施設） 
高濃度アルコール（危険物）の
多量の貯蔵不可 

ｱﾙｺｰﾙ 
高濃度 
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② これまで高濃度アルコールを扱ってこなかった事業者が、新たに高濃度アルコール

を別会社から購入し、自社設備を用いて適度に薄め製造する場合 

 

 

（危険物に係る許可・届出がない酒造施設等） 

 
 
 
 
 
 

（高濃度アルコールを取り扱う場合） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

③ すでに高濃度アルコールを希釈する等、危険物を取り扱う設備を有しており、これを、

危険物（高濃度アルコール等）の製造としても使用できるよう施設を活用する場合 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルコール希釈・詰口施設 高濃度アルコール貯蔵施設 アルコール原液貯蔵施設 

ｱﾙｺｰﾙ 
高濃度 

蒸留施設 希釈施設 酒類貯蔵施設が危険物施設
等の場合、高濃度アルコー
ル（危険物）の貯蔵可能 

原料･仕込･発酵 

原料貯蔵･仕込･発酵施設等 

ｱﾙｺｰﾙ 
高濃度 

酒類貯蔵施設が危険物施設
等の場合、高濃度アルコー
ル（危険物）の貯蔵可能 

ｱﾙｺｰﾙ 
高濃度 

検討が必要な部分 

原料貯蔵･仕込･発酵施設等 熟成施設・詰口施設 酒類貯蔵施設（非危険物施設） 

原料･仕込･発酵 

酒 

※ 施設面の変更は必ずしも要しないが、危

険物の品名、数量又は指定数量の倍数変

更の届出が必要となる場合あり 
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④ 運搬・配布の過程において、指定数量以上の高濃度アルコール（危険物）を一時的に

保管する場合 

 
 
 
 

  

医療機関 

薬 局 

その他の事業所 

高濃度アルコール運搬車両 

（指定数量以上） 

高濃度アルコール運搬車両 

高濃度アルコール貯蔵場所 

（指定数量以上） 

検討が必要な部分 
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アルコールの判定フロー

※ 消防法上のアルコール類は、重さで考えたときの濃度（重量％。wt％）が 60％以上のものが該当する。

なお、酒造等においては体積で考えたときの濃度（容量％。vol％）が用いられていることが多く、注意が必要。

概ね 67容量％（vol％）以上が消防法上のアルコール類に該当する。

別紙２ 
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アルコールの取扱いに係る消防法令上の弾力的運用の事例等

本別紙３は、新型コロナウイルス感染症対策の一環として、消毒に用いる高濃度アルコー

ルを緊急的に増産・保管等する施設への対応として、消防本部等から把握した事例などを編

集・整理したものです。施設の状況に応じて、適宜参考にしてください。 

なお、施設の実態に応じて、これ以外の対応も検討してください。 

１ 危険物施設として弾力的運用を行う際の整理・事例 

（１）位置、構造及び設備の技術上の基準

①高濃度アルコールの貯蔵や取扱いを行う場所からの距離規制（保安距離、保有空地

等）

内容 対応策例 

○医療機関への高濃度アルコール

製品の配布に伴い、中継地点で

高濃度アルコール製品（危険物）

の多量貯蔵が想定される中、現

状、危険物を貯蔵等する施設と

しての許可・届出がない場合に

ついて

○中間地点における滞留をなくし、運搬車両の荷台から別の運搬

車両の荷台に速やかに移動させることで、許可を要しないもの

として運用。

○やむをえず多量に貯蔵されることを想定し、下記の安全対策を

させることを条件に仮貯蔵・仮取扱いの承認をし、臨時的な貯

蔵として対応。

【安全対策】 

・仮貯蔵を実施する場所に、火気厳禁等の掲示板を設置すると

ともに、三角コーンやロープ等を用いて第三者の立ち入りを

禁止する。

・責任者１名、危険物取扱者１名を配置。

・消火器２本を仮貯蔵所内に配置。

・漏洩対策として、ブルーシートを敷くとともに、作業箇所

に油吸着材等を準備。

・屋根付き屋内駐車場での保管とし、直射日光や可燃性蒸気

の滞留のおそれのない場所とする。

・貯留場所では、容器の開栓や小分け等は行わない。

・配送作業前後に数量を点検・記録し、在庫管理を徹底する。 

別紙３ 

高濃度アルコール運搬車両 

△△薬局

○○病院

高濃度アルコール運搬車両 
（指定数量以上） 

その場で載せ替え 
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・貯蔵場所付近では、火気を取り扱わないようにするとともに、

容器を落下させること等を行わないように製品を取り扱う。 

○一斗缶により高濃度アルコール

を運送拠点に仕入れ、その後各

営業所等に配布したいが、運送

拠点内には、少量危険物貯蔵取

扱所しかなく、貯蔵・取扱量に

制限があることについて

○対応策として、許可施設への変更や、仮貯蔵・仮取扱いの承認、

少量危険物貯蔵取扱所の増設、高濃度アルコール製品を滞留さ

せずに速やかに別の場所に運搬させる方法等を事業者に教示。

○当該事業者においては、高濃度アルコール製品を倉庫に保管す

ることなく、運搬車両から運搬車両へ速やかに載せ替えを行う

ことを徹底することで対応。

○また、仮に貯蔵する場合には、少量危険物貯蔵取扱所の届出範

囲内で実施。

○なお、新型コロナ感染症対策がしばらく継続することが予想さ

れることから、今後は、恒久対策として「屋外貯蔵所」の設置を

検討。

※本件については、保安距離、保有空地等の確保が可能な場所

あり。

② 危険物を取り扱う設備（特に可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所における電気

機器は防爆構造とする等）

内容 対応策例 

○可燃性蒸気が滞留するおそれの

ある場所における電気機器を防

爆構造とすることについて（総

論） 

○アルコールから発生する可燃性蒸気は空気より重く低所に滞留

しやすいことに留意しつつ、ボトリング機器や電灯等の電気機

器（非防爆品）によって、アルコールの可燃性蒸気に引火しな

いよう、下記に示す換気や静電気の帯電対策といった対応等を

実施し、安全確保を図る。

火
気
厳
禁

高濃度アルコール運搬車両 

△△営業所

営業所等 

○○営業所

運送拠点 
（少量危険物貯蔵取扱所） 

高濃度アルコール運搬車両 
（指定数量以上） 

その場で載せ替え 
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・換気を十分とることで、アルコールの可燃性蒸気を滞留させ

ないようにし、引火危険性を低減させる。（具体例としては、

換気装置が作動し続ければ非危険範囲とし、換気装置が故障

等により停止した場合は、可燃性蒸気が発生しないよう安全

装置により危険物を取り扱う設備を停止等させる。又は、ガ

ス検知器等により可燃性蒸気をモニタリングし、一定濃度以

上となった場合は安全装置で停止等させる。） 

・危険物を取り扱う設備について、静電気の帯電を防ぐ等、

火源とならないよう措置を講じる。（具体には、危険物を取

り扱う設備について、接地する等、静電気の帯電を防ぐ装

置を設置させる。）

・危険物を貯蔵し、取り扱う施設で働く従業員に対しても、静電

気対策を講じ、火源をなくす。 

○ 蒸留装置等でアルコール加温

している場所における電気機

器を防爆構造とすることにつ

いて（一般照明等、非防爆構造

の電気機器を使用する際の留

意事項）

○ アルコールを加温している場合、可燃性蒸気が発生しやすく

なるとともに、周囲の空気との温度差により可燃性蒸気が上

昇する傾向にあることから、防爆構造を求める代替として次

の措置を講じる。（別紙４ 図 13～図 16参照）

・換気を十分とる。

・アルコールが蒸留装置等から漏洩した場合に備え、周囲や天

井付近において、ガス検知器等により可燃性蒸気をモニタリ

ングし、一定濃度以上となった場合は安全装置で停止等させ

る。 

・また、漏洩範囲を限定するため、オイルパン等の流出防止策を

講じる。 

・静電気対策として、貯蔵タンク等は接地を確実に行う。

・作業者はリストストラップ等により、静電気対策（接地）を確

実に行う。

※ アルコール蒸気の挙動は別紙４を参照

○ 高濃度アルコールを別のタン

ク等に移し替え、水と混合し

し一定濃度に下げる作業を行

う場所における電気機器を防

爆構造とすることについて

（一般照明等、非防爆構造の

○ 別の容器に移し替えや、攪拌する際に、可燃性蒸気が発生しや

すいが、室温と比べてアルコール温度が概ね同等以下であれ

ば、高い濃度の可燃性蒸気は、液面の近くに限定される傾向に

あることから、防爆構造を求める代替として次の措置を講じ

る。（別紙４ 図８、図 10～図 12、図 15、図 16参照）

・換気を十分とる。

リストストラップ着用 

ON 

OFF 

ガス検知器 

流出防止策 
接地 
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電気機器を使用する際の留意

事項） 

○ 高濃度アルコールを消費先へ

の出荷用の小容器に充塡する

作業を行う場所における電気

機器を防爆構造とすることに

ついて（一般照明等、非防爆構

造の電気機器を使用する際の

留意事項）

・露出する液面をなるべく減らす。（可燃性蒸気の発生をなるべ

く減らす。）

・静電気対策として、混合するためのタンク等は接地を確実に

行う。

・作業者はリストストラップ等により、静電気対策（接地）を確

実に行う。

・タンク等への移し替えや小容器への充塡を行う際には、みだ

りに可燃性蒸気を発生させないよう、適切な流速で行う。 

※ アルコール蒸気の挙動は別紙４を参照

○ 高濃度アルコールを室内に一

時的に保管する場所における

電気機器を防爆構造とするこ

とについて（一般照明等、非防

爆構造の電気機器を使用する

際の留意事項）

○ 室温と比べてアルコール温度が概ね同等以下であれば、高い

濃度の可燃性蒸気は液面の近くに限定される傾向にあること

から、防爆構造を求める代替として次の措置を講じる。（別紙

４ 図４，図５参照）

・換気を十分とる。（夜間等開口部を閉鎖し十分な換気が行われ

ていない場合に進入する際には、ガス検知器等により可燃性蒸

気の濃度を確認した後に進入する。）

・保管する容器には蓋をする。

・破損等によりアルコールが漏れないよう転倒防止等の措置を

講じる。

※ アルコール蒸気の挙動は別紙４を参照

容器には蓋をする 

転倒防止措置等を講ずる 

接地・リストストラップ着用 

移し替えや攪拌時は適切な流速で行う 

接地・リストストラップ着用 
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２ 少量危険物の貯蔵及び取扱いとして弾力的運用を行う際の整理・事例 

（１）位置、構造及び設備の技術上の基準

①建築物の構造（壁、床、屋根、窓又は出入口の材質等）

内容 対応策例 

○不燃材料等による区画について ○高濃度アルコールタンク直近の扉を閉鎖。

※当該扉（鋼製引き戸）を介して、隣室（別製品の製造部分）と

繋がっており、安全上ある一定程度の区画が必要であること

から、当該扉の閉鎖について指導。

○ 不燃区画ではなく、木造の場

合の対応について

○ 高濃度アルコールタンクのある部屋の火災危険性、流出危険

性の排除を行う。（アルコール蒸気の挙動は別紙４を参照）

・換気を十分とる。（夜間等開口部を閉鎖している間は、アルコ

ールの液面が露出しないようにするとともに、室内に進入する

際には、ガス検知器等により可燃性蒸気の濃度を確認した後に

進入する。）

・保管する容器には蓋をする。

・破損等によりアルコールが漏れないようオイルパン等で流出

防止等の措置を講じる。

・静電気対策として、貯蔵タンク等は接地を確実に行う。

・作業者はリストストラップ等により、静電気対策（接地）を確

実に行う。

・タンク等への移し替えや小容器への充塡を行う際には、みだ

りに可燃性蒸気を発生させないよう適切な流速で行う。 

・万が一火災が生じても、事業所の敷地内で対応できる場所で

作業・保管を行う。（周辺住宅地へ影響が及ばないようにする。） 

移し替えや攪拌は 
適切な流速で行う 

リストストラップ着用 

流出防止策を 
講じる 
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②危険物を取り扱う設備（可燃性ガス等が滞留するおそれのある場所における電気機

器等）

内容 対応策例 

○可燃性蒸気が滞留するおそれの

ある場所における電気機器につ

いて

○ボトリング作業は手動機器を使用。

○商品製造時のアルコールの取扱いについては、電気動力器具等

を用いることなく手動ポンプ等を使用。

○自然光により採光しつつ、可燃性蒸気が発生する作業を行って

いる間は、天井の電灯（非防爆構造）を使用しない。

○十分な換気を確保。

○流出防止対策について ○高濃度アルコールタンクの周囲にコンクリートブロック等で囲

いを設け、アルコールの漏洩時に流出拡大しないよう対応。

（２）危険物の貯蔵・取扱い及び保安体制等

内容 対応策例 

○危険物の貯蔵・取扱いについて ○火気厳禁の表示をするなど、火気の使用を行わないように指示。 

○貯蔵・取扱量ともに指定数量を超えないよう、貯蔵・取扱量の

厳守。

○保安体制について ○高濃度アルコールの引火性が高いことを全従業員に周知。

○安全計画書の提出。

○貯蔵・取扱いの期間について ○期間を限定。ただし、新型コロナウイルスの感染拡大状況を確

認しながら対応し、新型コロナウイルス対応の終息後も継続す

る場合には、危険物の取扱施設として基準に適合したものとす

るよう指導。

○緊急的な時限措置であることから、事業を継続する場合には、

今後適切な時期をみて、危険物許可施設を設置し、施設の切り

替えを行うこと。

○消火設備について ○施設内の適当な場所に新たに消火器を設置すること。
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３ 運搬容器・その他 

内容 対応策例 

○高濃度アルコール（危険物）の

運搬容器におけるプラスチック

容器等の使用について

○アルコール類の運搬容器として、以下の対応が可能であること

を教示。

・危険物の運搬容器の基準としては、落下試験、気密試験、内

圧試験等が定められているが、最大容積 500 ミリリットル以

下の内装容器を、外装容器（最大収容重量 30キログラム以下

とする。）に収納する場合には、運搬容器の試験基準が適用さ

れない。

・また上記の場合、外装容器の表示については、危険物の通称

名等の表示をもって代えることができる。

○高濃度アルコール（危険物）の

運搬容器の材質等について

○プラスチック容器等のほか、次のようなものを使用。

・最大容積 500 ミリリットル以下のガラス瓶、アルミボトル缶。 

○ アルコールを取扱う上での注

意事項について

○参考資料を用いて、適切な取扱いを周知する。

○ 消防法上のアルコール類につ

いて

○消防法上のアルコール類は、重さで考えたときの濃度（重量％。

wt％）が 60％以上のものが該当する。なお、酒造等においては

体積で考えたときの濃度（容量％。vol％）が用いられているこ

とが多く、注意が必要。概ね 67 容量％（vol％）以上が消防法

上のアルコール類に該当する。
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【参考資料】 
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エタノールから発生する可燃性蒸気の挙動について

（令和２年５月１日版） 

消防研究センターにおいて、エタノール（99.5vol％）から発生する可燃性蒸気の挙動の

確認実験を行いました。電気機器の対応等を検討する等の参考にしてください。 

＜本実験に用いる機器及び条件＞ 

１ 使用した可燃性蒸気可視化カメラ 

コニカミノルタ株式会社製のポータブル型ガス検査システム（以下、「可視化カメラ」という。）

※１ 機器の概要や図等は、「ガス監視システムによる可燃物可能性実験等に関する調査研究」報告書（危険物保安技術協会）

（https://www.konicaminolta.com/jp-ja/gas/pdf/200121_01_01.pdf）を参考。 

（１）機器の概要

赤外線カメラを使用したガス可視化システムで、可視画像に

検出したガス画像を重ね合わせ、漏えい状態を直感的に「見え

る化」するとともに漏えい位置や濃度を推定表示できるもの。 

（２）可視化が可能な物質

主にメタンやガソリン等、炭化水素系ガスを検出するシステムであるが、エタノール

の検出も可能。ただし、本確認実験においては、エタノールの可燃性蒸気の濃度が低く、

通常感度の設定（ガス雲重畳画像）ではほとんど検出できなかったため、高感度モード

（高感度画像）※2で撮影を実施。

※２ 高感度モードでは、可燃性蒸気のみならず、水蒸気の動き等も検知可能。しか

し、濃度検出は不可。 

＜使用した試薬液（アルコール）＞ 

エタノール（99.5vol％）

＜実験室及びエタノールの温度＞ 

室温：17℃ 

液温：常温（20℃）、高温（40℃） 

別紙４ 

図２：（参考）ガソリン可燃性蒸気の 
可視化実験（ガス雲重畳画像） 

図３：（参考）ガソリン可燃性蒸気の 
可視化実験（高感度画像） 

図１：ポータブル型ガス検査システム 
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１ 基本的なエタノール（常温（20℃））から発生する可燃性蒸気の挙動（実大実験） 

（１）実験内容 

オイルパン及びガラス容器にエタノ

ールを保管・静止させ、開口部を開放

した状態で発生する可燃性蒸気の挙動

を可視化カメラにより、撮影したもの

（図４・５参照）。 

 

（２）結果（実際の映像） 

ア オイルパン 

注入後から６分程度静止させた

場合におけるエタノールの可燃性

蒸気は図４のとおり。 

イ ガラス容器（500mL） 

注入後から１分程度静止させた

場合におけるエタノールの可燃性

蒸気は図５のとおり。 

 

（３）映像から示唆される内容 

○ エタノールから発生する可燃性蒸

気は空気より若干重いため、低所に滞

留しやすい。 

○ 一定の高さまでは可燃性蒸気が上

がるが、それ以上については、可燃性

蒸気の濃度は低い。 

○ 図４のように露出する液面が広い場合には可燃性蒸気が確認できるが、図５のよう

に露出する液面が狭い場合には画像からは確認できない。 

 

 

２ 様々な状況におけるエタノールから発生する可燃性蒸気の挙動（模型実験・実大実験） 

＜液温が常温（20℃）の場合（室温：17℃）＞ 

（１）エタノール静止時の挙動 

① 実験内容 

シャーレ内にエタノールを静止し、発生する可燃性蒸気の挙動を可視化カメラによ

り、撮影したもの（図６参照）。 

 

 

図４：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（オイルパン） 

図５：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（ガラス容器） 

エタノールの 
可燃性蒸気 

エタノールの可燃性蒸気は 

確認できない 
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② 結果（実際の映像）

注入後から１分程度静止させた

場合におけるエタノールの可燃性

蒸気は図６のとおり。 

③ 映像から示唆される内容

○ エタノールから発生する可燃

性蒸気は、空気より重く低所に

滞留しやすい。 

○ 一定の高さまでは可燃性蒸気

が上がるが、それ以上について

は、可燃性蒸気の濃度は低い。 

（２）換気しながら、エタノール保管（静止）している際の挙動

① 実験内容

換気した状態で、シャーレ内に

保管（静止）し、発生するエタノ

ールの可燃性蒸気の挙動を可視

化カメラにより、撮影したもの

（図７参照）。 

② 結果（実際の映像）

注入後から１分程度静止させた

場合におけるエタノールの可燃性

蒸気は図７のとおり。 

③ 映像から示唆される内容 

換気した場合、エタノールから発生する可燃性蒸気は、低所に滞留せずに拡散し、

濃度を相当程度低く抑えることが可能。 

（３）エタノールを注いでいる際の挙動

① 実験内容

シャーレ内に、エタノールを注

いだ際に発生する可燃性蒸気の挙

動を可視化カメラにより、撮影し

たもの（図８参照）。 

② 結果（実際の映像）

エタノールを注いだ際に発生し

た可燃性蒸気は図８のとおり。 

③ 映像から示唆される内容

図６：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・常温（20℃））

図７：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・常温（20℃）・換気あり）

図８：エタノールを注入した際の可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・常温（20℃））

エタノールの
可燃性蒸気

エタノールの
可燃性蒸気

エタノールの
可燃性蒸気
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○ エタノールを注いでいる際には、シャーレ側面に沿って、下方に流れやすくなる。

○ その他の可燃性蒸気の挙動は、（１）の条件と同様。

【参考：オイルパンにエタノールを注いでいる際の挙動（実大実験）】 

オイルパンに、エタノールを注いだ際

に発生する可燃性蒸気の挙動を可視化

カメラにより、撮影したものを参考に示

す（図９参照）。挙動としては、シャーレ

内に注いだ際と同様に、オイルパン側面

に沿って、下方に流れやすくなる。 

（４）換気しながら、エタノールを注いでいる際の挙動

① 実験内容

換気した状態で、シャーレ内に、

エタノールを注いだ際に発生す

る可燃性蒸気の挙動を可視化カ

メラにより、撮影したもの（図 10

参照）。 

② 結果（実際の映像）

エタノールを注いだ際に発生し

た可燃性蒸気は図 10のとおり。 

③ 映像から示唆される内容 

換気した場合、エタノールから発生する可燃性蒸気は、低所に滞留せずに拡散し、

濃度を相当程度低く抑えることが可能。 

（５）ガラス容器（500mL）への詰め替える際の挙動（実大実験）

① 実験内容

エタノールを漏斗・ストロー付

き容器により、ガラス容器（500mL）

に詰め替える際に発生する可燃性

蒸気の挙動を可視化カメラにより、

撮影したもの（図 11・12参照）。 

② 結果（実際の映像）

ガラス容器（500mL）に詰め替え

図 10：エタノールを注入した際の可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・常温（20℃）・換気あり）

図 11：漏斗を用いて詰め替える際の可燃性蒸気の挙動 

図９：エタノールを注入した際の可燃性蒸気の挙動 
（オイルパン・常温（20℃））

エタノールの
可燃性蒸気

エタノールの
可燃性蒸気
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る際に発生した可燃性蒸気は図

11・12のとおり。 

③ 映像から示唆される内容

○ 漏斗を用いて詰め替えた場

合、露出する液面が大きいこと

から、一定程度可燃性蒸気が発

生。 

○ ストロー付き容器を用いた

場合、露出する液面が狭いため、

可燃性蒸気の発生は比較的少

ない。 

＜液温が高温（40℃）の場合（室温：17℃）＞ 

（１）エタノール保管（静止）時の挙動

① 実験内容

シャーレ内にエタノールを保管（静

止）し、発生する可燃性蒸気の挙動を

可視化カメラにより、撮影したもの

（図 13参照）。 

② 結果（実際の映像）

注入後から１分程度静止させた場合

におけるエタノールの可燃性蒸気は図

13のとおり。 

③ 映像から示唆される内容

○ 室温と液温に差があることにより、上昇気流が発生し、エタノールから発生する

可燃性蒸気は上部に立ち上がる。 

○ 一定の高さまでは可燃性蒸気が上がるが、それ以上については、可燃性蒸気の濃

度は低い。 

（２）換気しながら、エタノールを注いでいる際の挙動

① 実験内容

シャーレ内にエタノールを保管

（静止）し、発生する可燃性蒸気

の挙動を可視化カメラにより、撮

影したもの（図 14参照）。 

図 12：ストロー付き容器を用いて詰め替える際の 
可燃性蒸気の挙動 

図 13：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・高温（40℃））

図 14：静止状態における可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・高温（40℃）・換気あり）

エタノールの
可燃性蒸気

エタノールの
可燃性蒸気
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② 結果（実際の映像） 

注入後から１分程度静止させた場合におけるエタノールの可燃性蒸気は図 14 のと

おり。 

③ 映像から示唆される内容 

換気した場合、エタノールから発生する可燃性蒸気は、気流による上昇はせずに拡

散し、相当程度低く抑えることが可能。 

 

（３）エタノールを注いでいる際の挙動 

① 実験内容 

シャーレ内に、エタノールを注

いだ際に発生する可燃性蒸気の挙

動を可視化カメラにより、撮影し

たもの（図 15参照）。 

② 結果（実際の映像） 

エタノールを注いだ際に発生し

た可燃性蒸気は図 15のとおり。 

③ 映像から示唆される内容 

○ エタノールを注いでいる際には、静止時とは異なり上昇気流の影響を受けず、シ

ャーレ側面に沿って、下方に流れやすくなる。 

○ その他の可燃性蒸気の挙動は、（１）の条件と同様。 

 

（４）換気しながら、エタノールを注いでいる際の挙動 

① 実験内容 

換気した状態で、シャーレ内に、

エタノールを注いだ際に発生する

可燃性蒸気の挙動を可視化カメラ

により、撮影したもの（図 16参照）。 

② 結果（実際の映像） 

エタノールを注いだ際に発生し

た可燃性蒸気は図 16のとおり。 

③ 映像から示唆される内容 

換気した場合、エタノールから発生する可燃性蒸気は、低所に滞留せずに拡散して

おり、濃度を相当程度低く抑えることが可能。 

 

 

 

 

図 15：エタノールを注入した際の可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・高温（40℃）） 

図 16：エタノールを注入した際の可燃性蒸気の挙動 
（シャーレ・高温（40℃）・換気あり） 

 

エタノールの 
可燃性蒸気 

エタノールの 
可燃性蒸気 
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３ エタノールに引火する条件と引火した場合の炎の状況 

（１）実験内容

エタノールの上から、着火具を用いて小炎をか

ざし、液面からどれくらいの位置で、引火するか

の確認（図 17参照）。 

（２）実験結果と示唆される内容

○ エタノールの温度によって、引火する場所

に違いが生じるが、液面に比較的近い場所で

引火する。 

・40℃の場合、液面から４cm。

・20℃の場合、液面から２cm。

○ 液面から、電気機器を離すことで、電気機器から

の火花から引火する危険性を下げることができる。 

○ エタノールの可燃性蒸気の発生面積を減らす対策

が有効であることから、蓋をする等の対策を講じる

ことも有効である。 

○ 当然、換気を行うことで、可燃性蒸気の発生濃度を

下げることも有効である。

（３）引火した場合の炎の状況

引火すると、エタノールの露出している全面に炎が

広がる（実験においては、約２m程度の高さまで立ち

上がった。）（図 18）。 

図 18：エタノールに引火した際の炎
の状況（消防研究センター提供） 

90cm 

200cm 

図 17：エタノール引火実験 
（オイルパン・常温（20℃））

裸火（液面からの高さ：５cm 未満） 
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別添２
新型コロナウイルス対応に伴う高濃度アルコールの取扱いに関する

受付管轄消防
名/担当者名

電話番号

メール
アドレス

相談者
（会社名）

相談を受けている施設について危険物保安上懸念している事項

※その他資料がある場合は資料を添付することも可です。

総務省消防庁危険物保安室

電話：03-5253-7524 / FAX：03-5253-7534
mail：fdma.hoanshitsu@soumu.go.jp

③保安距離・保有空地について

⑥容器について

具体的な相談内容

①危険物を取扱う設備について

④火気使用制限等ソフト基準について

②建築物の構造について

⑤保安体制について
（危険物取扱者等）

（当てはまる項目に〇をつけた上、具体的に苦慮している事項、判断できない事項を詳細に記載してください。）

①火災 ②流出

①発生の防止 ②施設内への影響拡大の防止 ③施設外・周辺への影響の防止

さらに細分化した場合に懸念している事項

③非危険物施設（指定数量1/5未満・ア
ルコール濃度60重量％未満）

相談シート

相談を受けている施設の態様（アルコールの増産等への対応方針）

①危険物の規制に係る政令第23条を
活用した危険物施設

②少量危険物施設
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